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研究成果の概要（和文）：本研究の目的はリーダー行動の改善の仕方を特定化することにある．まず従業員にウ
ェアラブルセンサーを装着してコミュニケーションに関する高頻度データを収集した．次に,リーダーのための
組織活性化施策に関するフィールド実験を実施して，生産性向上メカニズムを同定した．
分析結果は，以下の通りである．リーダーに対し組織活性化人事施策が適用されたチームにおいては，適用され
なかったチームに比して，階層内・階層間におけるコミュニケーションパターンの顕著な変化がみられた．この
結果が示唆するものは，組織活性化人事施策は，リーダーの行動変化を促すことにより，職場内コミュニケーシ
ョンを改善する生産性向上メカニズムである．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to identify means of improving business 
leadership. First, we collected data on communications among employees equipped with wearable 
sensors. Second, we identified a productivity enhancing mechanism by conducting field experiments 
regarding a coaching program for leaders.
The results indicate that: (1) the team whose leaders participated in the coaching program showed 
significant changes in both inter- and intra-organizational communication patterns; (2) this 
suggests that well-devised coaching programs can enhance team productivity by inducing behavioral 
changes among leaders, resulting in improved workplace communications among team members.

研究分野： 経済政策
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本企業は，近年，海外勢の急速なキャッチアップに直面し，かつての勢いを失っている．日本企業再生のため
には，生産性向上が不可欠である．それでは，生産性向上のためにはどのような施策が必要なのだろうか．本研
究は，この問いに対し，明確な答えを与えることを課題とした．得た結果の意義は以下の通りである．①学術的
には，組織活性化プログラムを受講したリーダー（処置群）と受講していないリーダー（対照群）との比較（フ
ィールド実験）によって，生産性向上メカニズムを厳密に明らかにした．②社会的には，生産性向上は大規模な
設備投資を伴わずとも，職場における日々の上司の行動変化によって達成可能なことを明らかにした．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
日本企業，とりわけ知識集約型産業である情報通信技術関連企業は，近年，韓国企業や中国企業
等の海外勢の急速なキャッチアップに直面し，かつての勢いを失っている．日本企業再生のため
には，マクロの需要創造や規制緩和などの政策に加えて，究極的にはミクロ・レベルでの企業の
生産性向上が不可欠である．それでは，生産性向上のためにはどのような施策が必要なのであろ
うか．本研究は，この問いに対し，上司の行動とコミュニケーションの観点から分析を行う．特
に本研究の新規性として強調したいのは，①社員にウェアラブルセンサを装着してもらい社員
間のコミュニケーションデータを収集する，②組織活性化のための人事施策の効果に関するフ
ィールド実験を行い，生産性向上のメカニズムを具体的に明らかにすることである． 
 
 
２．研究の目的 
 
生産性などの組織のパフォーマンスの向上を図る上で，組織内のコミュニケーションの改善は
重要である．研究代表者も，Tsuru and Nakajima (2012) や Morita, Nakajima, and Tsuru 
(2016)などにおいて，エンジニア間の円滑なコミュニケーションが，組織の製品開発パフォーマ
ンスにとって重要であることを実証してきた．しかし，既存研究では，組織内コミュニケーショ
ンを定量的に捉えておらず，タイムユースサーベイなどに頼らざるを得なかったのが実情であ
る．また，組織の成果とコミュニケーションとの因果関係を正確に識別した研究はこれまであま
り存在しなかった．本研究の目的は，このような組織内コミュニケーションが生産性などの組織
パフォーマンスに与える影響について，「コミュニケーションをウェアラブルセンサによって定
量的に捉え」，かつ「フィールド実験によって因果関係を正確に同定する」ことである． 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究の調査対象は，日本の大手情報通信技術関連企業（東証 1部上場企業）の子会社である法
人顧客向けの問題解決センターで所在県の異なる 2 事業所（会社名，実施事業所名に関しては
NDA（秘密保持契約）により開示できない）である．当該事業所において 2017 年度以降に導入さ
れたリーダー向けの組織活性化人事施策の生産性効果を分析した．この施策は，よくある形式の
講師を呼ぶ座学的「社外研修」とは異なり，組織内コミュニケーションの重要性を意識した，「経
験に基づく自主的学習プログラム」である．具体的には，（われわれがランダムに選んだ）リー
ダーが月 2 回東京に集まり，自らの仕事経験を語り合う中で，組織活性化の改善策を模索する
ものである．この施策を通じてコミュニケーションの重要性を認識したリーダーは，実際にコミ
ュニケーションを活発化させているか，またコミュニケーションの活発化を通じてチームの生
産性をどのようにして高めているのか，これが本研究の中心的リサーチ・クエスチョンである． 
本研究では，施策「導入後」にリーダーの率いる個人とチームの成果に与える施策の効果を評価
する．しかし，単純な前後比較では意味がないため，フィールド実験の知見を導入した．すなわ
ち，①2017 年度以降実施された施策を適用されたリーダー（「処置群」）のほかに，適用されな
いリーダーも「対照群」として設定し，部下とチームのパフォーマンスの前後差を測定すること
で，施策の効果を正確に計ることができる．②また，施策を適用されるリーダーをわれわれが無
作為に選び出す（ランダム化）．その際，2017 年度には，施策適用者を A事業所に限定しつつ計
測は 2事業所で行った． 
 
 
４．研究成果 
 
本研究の目的はリーダー行動の改善の仕方を特定化することにある．①まず従業員にウェアラ
ブルセンサを装着してコミュニケーションに関する高頻度データを収集した．②次に,リーダー
のための組織活性化施策に関するフィールド実験を実施して，生産性向上メカニズムを同定し
た． 
分析結果は，以下の通りである．①リーダーに対し組織活性化人事施策が適用されたチームにお
いては，適用されなかったチームに比して，階層内・階層間におけるコミュニケーション・パタ
ーンが変化した．また，リーダーが受講したチームと受講していないチームとでは，生産性の推
移の明確な相違が確認できた（図１）．②この結果は，リーダーへの施策の適用によって,組織内
コミュニケーションが向上し，チーム生産性を向上させるメカニズムが存在することを示唆す
る（図２）． 
以上の結果の意義は以下の通りである．①学術的意義は，組織活性化プログラムを受講したリー



ダー（処置群）と受講していないリーダー（対照群）との比較（フィールド実験）によって，生
産性向上メカニズムを厳密に明らかにしたことである．②社会的意義は，生産性向上は大規模な
設備投資を伴わずとも，職場における日々の上司の行動変化によって達成可能なことを明らか
にしたことである． 
この分析結果は，学術的には，先行研究ではほとんど行われていない知識集約的職場というセッ
ティングであることから，欧米のジャーナルに投稿する価値があり，投稿の準備中である．また，
生産性向上を喫緊の課題とする日本企業にとって，重要な経営的・政策的示唆を与えると考える
ので，分析結果をビジネス雑誌や新聞で取り上げていただくよう鋭意努力する． 
 
 図１．受講チームと非受講チームの生産性（期限内問題解決率）の推移 

 
 
図２．生産性向上のメカニズム 
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